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戦間期地方教員の都市流入

TheMobilityofLocalTeacherstoCitiesinthePeriod

betweenWorldWarｌａｎｄＷｏｒｌｄＷａｒＩＩ

竹村英樹
Ｈ７ｔｊｂﾉｾｉｎｚｈｅｍｚｍｚ

Ｉｎｔｈｉｓｐａｐｅｒ，Iattempttoinvestigateempiricallytheinter-prefecturalmobilityoflocal

teachersinJapanbeforeWoｒｌｄＷａｒｌＩ、Historicalandsocio]ogicalstudiesoftheseteachers

haｖｅｎｏｔｔａｋｅｎｎｏｔｉｃｅｏｆｔｈｉｓｍｏｂｉｌｉｔｙ，ｂｅｃａｕｓｅｔｈｅｓｅｓｔｕｄｉｅｓｈａｖｅａｓｓｕｍｅｄthatprimary
schoolteachersinpreｗａｒJapallweredependentontheirlocalcommunities・Butthis

mobilityoflocalteachersｉｓ１Ｉｔｈｉｎｋ，ｏｎｅｏｆｔｈｅｓｏｃｉａｌｏｒｉｇｉｎｓｏｆｔｈｅｍｏｄｅrnurban
teachersstratum、

Ｉｎｔｈｉｓｐａｐｅｒ，Oitaprefectureischosenasthecasearea・GraduatesofOitaNormal

School，ｗｈｏｍｕｓｔｂｅｔｅａｃｈｅｒｓａｔｐｒｉｍａｒｙｓｃｈｏolswithinOita，wereresearchedinrefer‐

encetotheirinter-prefecturalmobility、Accordingtothisresearch，25.3％ofgraduates

werenotinOita、Theyhadmovedmainlyintolargercities（ex・Tokyo,Osaka,etc.)．
Ｔｈｉｓｒｅｓｅａｒｃｈｆｏｕｎｄｔｈｅｆｏｌｌｏｗｉｎｇｆｏｕｒｐｏｉｎｔｓ：lirst，thismobilityoflocalteachersto

citiesstartedafterWorldWarlandincreaseduntilWorldWarII；second，thismobility

wasacceleratedbythｅｄｅｍａｎｄｆｏｒｔｅａｃｈｅｒｓｉｎｔｈｅｃｉｔｉｅｓ，especiallyinTokyo；third，about

30％ofthelocalteacherswhohadmovedtocitiesresidedpermanentlyinthosecitiesafter

WorldWarII；fourth，ｓｏｍｅｏｆｔｈｅｍｎｏｔｏｎｌｙｍｏｖｅｄｔｏｃｉｔｉｅｓ，butalsohadoccupational
mobility．

教員を問題とする。

この問題解決のために，本稿は以下の構成をとる。ま

ず，都市流入に関連して，制度的位置から考えて教員は

府県間移助がどの程度可能であるのかについて論じ，さ

らに，特に師範卒教員の移動性について，教員養成制度

および師範生の出身階層から考察する。第二に，実際に

戦間期の地方教員の移動状況を調査する。具体的には大

分師範卒業生のうち，どの程度の割合で都市流入教員が

いたのかを把握する。第三に，地方教員が都市流入する

背景として，教員の需給関係を東京と大分との比較で述

べ，さらに跡東京の教員数の増減と教員供給の関係か

ら，いつの時期に都市流入する教員が多いかを推測す

る。最後に，考察の結果をまとめ，本稿の限界と将来の

課題について述べる。

序・問題設定

本稿は，第一次大戦後から第二次大戦直前の間に地方

から都市へ流入した小学校教員について言及する。戦前

日本の教員に関する歴史的研究は数多いが，本稿のテー

マは，これらの先行業績と比ぺて次の２点で特徴があ

るつまず，対象時期を戦間期と設定している点であり，

第２に，対象を地域移動（特に都市流入）する教員に絞

っている点である。この出身県以外の都市へ流入する戦

間期の教員は，教員史の先行業績、が示す「地域社会に

埋没した戦前日本の教員像」とは異なり，いままで注目

されてこなかった。しかし，戦間期の都市教員は，地域

社会に埋没していないという点で，現代の教員との関連

上，歴史的に位置づけられるべきであり，本稿はその都

市教員の供給源のひとつを明らかにするべく，都市流入
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つまりであった。

以上の師範学校の制度的背景は，師範入学生の出身階

刷に特徴を与えている。教員史の業績によれば、Ｕ]治初

年師範制度の発足当初は，師範生は士族が多くを占めて

いたが，明治30年代を境に農民層が進出し始めるといわ

れている｡のまた，陣内は，明治後期から大正期の師範

学校入学生の出身階１Ｗを文部灯年報により中等学校と比

較している。農家出身者の割合をみると，師範学校本科

第一部では，７０％から６０％へと推移しているが，中学

校のそれは４０％から３０％へと推移している。このこと

から，陣内は「(師範学校において)農家出身者が占める

高い割合は,…結果的に，師illu学校生集団および教職者

に，保守的な土着的な，農民的雰囲気をただよわせるこ

とになったと思われる｡」と考察している｡6）

１－３大分師範入学生の出身階層

表１は，明治44年度の大分師範学校と大分県下７中学

校の入学者父兄職業別人員を示したものである。この表

によれば，やはり、師範学校における農家出身者の高比

率が顕著といえる。中学校が３７．８％のところ，師範本

科第一部が６５．９％，同第二部が７４．４％となっている。

また，中学校で特徴的であるのに，官公吏１２．９％（師

範第一部３．７％，同第二部７．７％）と師範よりも高率を

示していることである。医師・弁護士に関しては，師範

生の父兄には全く存在しておらず，中学生父兄には38人

（5.8％）という数値がでている。商業に関しても，中学

校２１．９％に対して，師範第一部9.8％，同第二部5.1％

となっている。さらに，「其他」に含まれている会社員

も，師範にはゼロで中学校に１９人（2.9％）存在してい

る。こうしたことから，官公吏・医師・弁護士・会社員

といった新中間層の子弟や商家の子弟は中学校に進学す

ることが多く，師範学校の入学者の供給は主に農家によ

っていたといえる，ところで，師範第一部では教員の子

弟が8.5％と，中学校の3.3％や師範第二部の0％より

も高い数値がでている。

師範生の出身職業階層とともに収入階層について言及

したい。師範学校は給費制度によって，経済的に恵まれ

ない生徒でも入学できる数少ない中等学校であったが，

すべてが貧しい家庭の子弟ではなかった。明治43(1910）

年に文部省が行った「全国師範学校家庭調査」によれ

ば，師範生徒19,598人中，直接国税１０円以上を納める

有櫓者家族は約５８％で，３０円以上の納税家族は全体の

約４分の１あった。この調査を引用した石戸谷は，「直

接国税十円以上といっても自作兼小作で，二十円以上が

だいたい中農というところにあたる。それにしても，師

5４

１．教員の土着性と移動性

１－１教貝の制度的位Ｈ

本11112)によれば，専門的職業化の観点から，戦前の初

等教育教員は，その制度の展開を次のようにみせてい

る。小学校教員は，管理制度において，府県知事の梅限

の下，市lIlJ村長の管理下に置かれ，また，府県および郡

の枠で視学によって行政の監督をうけていた。また，身

分制度において，教員は判任文官と同等の待遇をうけ，

その待遇は戦間期を通じて漸次向上した。資格制度にお

いては，免許状授与梅が府県知事にあり，また，大正２

年以降免許状が，全国終身有効に一本化する。給与制腫

においては，教員は，経済的に市町村財政の枠内の存在

であった。しかし，徐々に教員給与の国庫補助および負

担が拡大されており，市''1J村への経済的依存の度合はiWi

まる傾向にあった。

以上の戦間期小学校教員の制度的性質を，府県間移動

という観点から，次のように考察できる。つまり，戦間

期の小学校教員は，地方公務員として府県という外枠と

市町村という内枠に囲まれた存在であったといえる。一

方，教厳は，免許所有を要件に全国で就職可能な専門職

であった。つまり，教員は，戦間期において，制度の整

備，待遇の向上を経て，専門職化するに至り，移動可能

性(全国で通用する職業的普遍性)を持つようになった。

１－２師範生の出身階層と教貝の移動性

以上は，教員の職業としての移動性について述べた。

次に，大分師範卒業生の移動状況を扱うに先立って，ｒ１ｌ１ｉ

範学校生（＝師範卒教員）の移動性について言及する。

具体的には，その養成制度や出身階層から，移動性に関

連する考察をおこないたい。戦間期の教員養成は，主と

して師範学校によってなされていたが，師範学校は，学

校教育体系上，中学校一高等学校一大学というコースと

は違う，傍流の中等教育機関であった。尋常小学校から

中学へと進学せず，高等小学校を経て師範学校に進むこ

とは，キャリアとして明らかに地域社会の保守的支配屑

として生きることであった。また，師範学校は県下の教

員を養成するために，学費無料の給費制度をとってお

り，その見返りとして一定期間の服務義務があった。ま

た，師範学校卒の教員には，兵役特櫨$)があり，６週間

現役に服するだけでよかった。この兵役特権は，合法的

な徴兵回避の方策として，家系の継承者が師範学校へ進

学する誘因となっていた。いずれにしても，師範学校

は，家郷を離れ，中学校から高等学校，専門学校，大学

と中央の出世コースへと乗れなかった農村の優等生のあ
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表１大分師範および大分県下中学校父兄職業別人員（単位：上段人，下段％）

5５

明治44年度

変Ｚ 咬員｜僧侶

3ｍｍ－部
rl

Ld

日
】

Ｄｌ２§
｢１

L」 、’（】

７
０
Ｌ D－Ｃ )－０１［

和字芯Ｅｌｌｊ ＢＩ２４９

８１３７．８１２１－９l２Ｃ

1）僧侶には神職を含む２）医師と弁護士３）雑業および会社員

『明治44年度大分県統計書第二編（学事)』より作成

表２大分師範本科生徒父兄の国税納額別（単位：上段人，下段％）

明１１日（朕 、’～２０１～３０１～４Ｃ 【〕｜宍～IＯＯｌｌＯＣ

邪’３Ｃ

、’１６．８ ９１１－０１１００．（

８１ビ DＯ－Ｃ

F1

L｣

９．７１２(】 0０－０

『大分県師範学校諸規程』大正３年Ｐ98より作成

範学校は貧乏人が入る所，というのが世間の常識であっ

たが，事実はそれ程ではなかったのである｡｣のと述べて

いる。学業優秀にもかかわらず，経済的理由によって中

学校へ進学できず，師範学校に進学する者もあり，経済

的に余裕があっても，将来家郷をはなれ出世するコース

である中学校一高等学校一大学の道をとらず，地域社会

に生きる教員を選ぶ者も少なくなかった。表２は，大正

３年度の大分師範本科生父兄の国税納額別人員を示した

ものである。一部二部合計で，「納額なし」から「100円

以上」まで,広範囲に分布している。詳しくみてみると，

納額50円以上については，高等小学校卒の本科一部生で

は７．４％しかないが，中学校卒を入学させている本科二

部生では２５．８％と高い数値を示している。二部生は，

一部生よりも収入階層が高いといえる。また，中農の目

安である納額２０円以上は，一部で２７．１％，二部で

41.9％，合計で２８．４％となっている。以上の大分師範

生の出身階層構成は，師範学校として一般的である。こ

のように，制度的背景や大分師範生のデータは，上述し

てきた先行研究の土着的教員像と合致するといえる。

しかし，そうした一般像とは別に，府県間の地域移動

の契機が全くなかったわけではなかった。小学校教員の

俸給は財政的に不安定な市町村から支給されていたが，

このことば，教員の生活が地域社会の経済にまるごと依

存していることを意味している。つまり，「在村の有産

家の子弟が，小過稼に先生をやっている｣7）場合はとも

かく，収入が俸給のゑの教員は，経済的に生活が困難で

あった。この教員の経済的冷遇は，教員史の先行研究で

も伝えるところである。特に，第一次大戦後の物価謄貴

に対し，教員の俸給は追いつかず，教員生活の危機は社

会111]題化し，この教員の待遇の低さによって，転職者を

多く出し，教員不足が深刻化した。こうした教員の待遇

の低さは，教員の地位の低さとあいまって，教師の職業

人化を促していく。8）その現れは，聖職的教職観の動揺

として描かれる。あまりの待遇の悪さに増俸の要求をせ

ざるをえない生活を強いられている教師は，戦間期には

いる頃から，労働者化していった｡9）以上のように，戦

間期は教員生活が問題となった時期であった。こうした

時期に，地域社会に埋没することに満足せず，都市へ流

入した教員が存在したことは，想像し難くない。この教

員の経済的冷遇は，無産教員をしてよりよい教職以外の

職業へと向かわしめたであろうし，「たとえ退職しない

までも，なるぺく待遇のよい土地に勤めようとして，転

師範一部

師範二部

７中学校

３７３７３７
５８

９■２１

７５００
２２

３８０３
Ｉ

８２１５３
●

６。■■ユ●

４

５

２

００００
８３

８００５
5４

65.9

2９

74.4

249

37.8 ８８２１４９９５
４１

１２

３７００３
●

●ＴⅡ二
０３０２ １２００

９２

４

１

０４
２４３７
３６

６２７９
8２

100.0

3９

100.0

658

100.0

｜学校別’ 官公吏 教員 僧侶!） 専門2） 農業 商業 工業 其他3） 無職 合計

納額(円） ナシ ～５ ～1０ ～2０ ～3０ ～4０ ～5０ ～7０ ～100 100～ 計

一部

二部

０３

７３７
●

■

９

９

２６

０８８
●

●

０

５

２

２

5２

1６．８

２

6.5

２８

５５ｌ
●

口

６

６

２

１

3２

10.3

２

6.5

1５

4.8

２

6.5

４１

５１２
●

●

４

３

１１

５２５
●

■

３

６ ９９２５２６ ３０４９
１

２１

310

100.0

3１

100.0

合計 3３

9.7

7０

．５

5４

1５．８

8７

25.5

3４

1０．０

1７

5.0

1５

４．４

1３

3.8

1１

3.2

７

2.1

341

100.0
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々とした筈である｣'0)。制度的には土着性が高い教員も．

経済的冷遇という状況下では，生活のためになんらかの

移動をせざるをえなかったと推測される。

さて,本節で述べたことを整理すると次のようになる。

戦間期小学校教員の府県間移動に関して，２つの矛盾す

る性質一土着性と移動性一が，異なる３つの位相に

存在しているといえる。第１は，教職自体が持つ移動『,Ｉ

能性（職業としての地域的普遍性）であり，第２は，教

職に付随する制度的土着性であり，第３は，教職に就い

ている個人の土着性(あるいは移動性)である。そして，

実際は，第２と第３の土着性が相互に関連しあって，土

着性の高い人が土着性の高い教員になっていた。そし

て，戦間期に府県間移動が可能となるのは，移動光で教

職（あるいは他の職業）に就くことができる社会的条件

があり，かつ，個人的に移動を妨げている条件がないこ

と力K必要である。前者の社会的条件とは，具体的iこは，

移動先での就職機会の有無や，移助先で生活できるだけ

の収入が得られるかということであり，後者の個人的条

件とは，家系の継承者でなく家郷をはなれることができ

ることとか，本人の移動の意志の有無などがあげられよ

う。さて，次は以上の議論をふまえて，実際に大分師範

卒業生を対象として，その移動状況を述べたい。

第２９号（1989）

２．大分師範卒業生の移動状況

２－１大分師範卒業生の地域移動

表３は，大分師範学校本科第一部卒業生（明治44～大

正14年１１)）の昭和７年時の県外在住者数を，同窓会名簿

から，卒業年別に示したものである。表３によると，彼

等の総数1,119人のうち，昭和７年時に県外在住者は，

283人おり，卒業生の２５．３％が，府県間移動している。

県外在住者率25.3％という数字は，逆に読めば,74.7％

という大多数が，大分県内に在住していることになる。

この大多数が，小学校教員の一般的な姿といえるわけ

で，ここで扱う教員の府県間移動，特に都市流入は少数

派的存在といえるだろう。だが，４分の１がﾘiL外へと移

動しているという事実は，無視するには多過ぎる存在と

考えるほうが妥当であろう。むしろ，前述した土着性の

高い師範卒教員が，４分の１も県外へと移動している事

実は，瀧目に値する。

そこで，県外在住者283人を対象にして，移動先や移

動後の定澗度を調査した。多くの人数を送り出している

移動先は，県別で，東京府の70人(県外移動者中24.7％

以下同)，次に，大阪府46人（16.3％）である。以下福

岡県17人(6.0％)，京都府６人(2.1％）と続く。県外へ

の移動者は，東京府や大阪府を中心として，祁市へと移

表３昭和７年大分師範本科第一部卒業者県外在住者数（単位：人）

、［△n－Ｃ

川
』

、（３９１】

、（z９－Ｃ

｢1

ＭDＣ

００－０％

『昭和７年大分師範学校同窓会名簿」より作成

合計 1．１１９ 283（25.3）

(100.0％

7０

24.7％

4６

16.3％

6４

22.6％

103

36.4％）

iTlJUTllJI



戦間期地方教員の都市流入 5７

表４昭和７年県外在住者の昭和35年在住状況

（単位：上段人，下段％）

にAI)らざるをえなかった事情による。つまり，「海外」

組の103人中半数以上の57人（55.3％）が帰郷している

影響で，移動者全体の数値は，「定着」が過少に「帰郷」

が過大になっている。そこで，移動先別に数値をみる

と，東京では，移動者70人中，定着23人(32.9％)，帰郷）

21人（30.0％)，移動３人（4.3％)，死亡または不明２３

人（32.9％）であり，大阪では，４６人中，定着１４人

(30.4％)，帰郷１８人（39.1％)，移動２人（1.3％)，死

亡または不明12人（26.1％）であった。これらのデータ

に，「県外」組64人中，定着１５人（23.4％)，帰郷16人

(25.0％)，移動９人（14.1％)，死亡または不明24人

(37.5％）というデータを加算して内地での移動者の数

値（麦４では，小計の項）をみると，おおよそ，３割が

定蒜し，３割が帰郷，１割弱が「移動｣，３３Ill強が死亡

または不明となっている。

東京，大阪の定蒲率が３割というのは，戦災等の影響

を考M1【IこいれれIx，かなりの高い割合といえる。師範卒

業生のうち，約４分の１が県外移動を経験している。さ

らに，死亡または不明の３割を定着と帰郷の半々に分け

てそれぞれに加算して考えれば，県外移動者の半分が帰

郷せず県外に在住しているといえる。つまり，師範卒業

生のおおよそ８人に１人は県外移動後帰郷していない。

２－２大分師範卒業生の職業移動

師範学校本科第一部の卒業者は，７年間当該県下で訓

導として奉職する菰務がある。そして，卒業して８年目

に県外へと移動できるわけであるが，その移動者は移動

先でどのような噸業に就いているのであろうか｡,表５

は，移動先での職業を，小学校教具，中学校教員（高等

女学校，師範学校を含む)，その他の学校の教員（大学

教員，実業学校，実業補習学校教員等>，学生（大学，

高等師範学校，専門学校等)，教職以外の職業，そして，

不明の６つに分けて，その人数を示した表である。（海

外在住者は，学校制度が内地と異なり，同一のカテゴリ

ーにいれられないので除外した｡）

表５によれば，全体180人中，小学校教員として就職

している者が74人（41.1％）である。次に多いのが，中

等学.佼教員の49人（27.2％）であり，教職以外の職業が

21人（11.7％)，小中学校以外の教員16名(8.9％)，学生

７人（3.9％）であり，不明が13人（7.2％）となってい

る。ここで注目したいのは，小学校教員力半数以下であ

ることである。つまり，半数以上が地域移動とともに職

業移励をしていることになる。しかも，中等学校の教員

という小学校教員よりも上級の資格を取得している者が

移動老中３０％近くも存在している。しかし，教職とい

多動光｜移HHI君 ｌＨｌｌ移ｎＺｈｌダ

[)(】

Ｌｄ

F1

Ｌ｣

HＣ

)０．０１２８－９１３〔 Ｅ】Ｕｓ２ニゴニ〔。

【〕ＯＯＩｌ（ ５１３(」

ＸＬＯｌＩ８

＊死亡には不鯛も含む

動する者が多いといえる。ところで，移動先は、内地ば

かりではない≦当時の日本の植民地等であったが，現在

では外国である朝鮮半偽，満州，台湾,,中国，樺太など

に103人（36.4％）も移動している。かれら103人は，

人数的にも無視できない存在であるが，本稿の問題設定

からずれている存在である。また，移動先の国別に状況

が多様であることが予想されるので，表では「海外」と

してまとめ，以下細かい考察は行こなわない。ただ，当

時の時代背景を考えさせられる重要な存在であることを

明記したい。

次に，表３で確認した移動者たちの，移動先での定着

の度合をi凋査した。表４は，昭和７年時の大分県外在住

者を対象に，昭和35年時点での在住地について同窓会名

簿によって調べたものである。移動先は，東京，大阪，

これら２つ以外の県（表では「県外」と表示),「海外」

の４つに分類した。そして，昭和７年時の在住者が，昭

和35年に同じ都道府県に店た場合を「定着｣.大分県に在

住していた場合を「帰郷｣，「定着」も「帰郷」もせず他

の県に在住していた場合を「移動｣，死亡または追跡不

明の場合を「死亡」という４つの項に分けて表記した。

表４によると，総数２８３人中，定着した者が５３人

(18.7％)，帰郷した者が112人（39.6％)，「移動」の者

が28人（9.9％)，死亡または不明の者が90人（31.8％）

であった。ところが，昭和７年の移1,1先別でみると，数

値は変わる。というのも，「海外」の項では，昭和20年

の敗戦のため海外植民地に出ていた人びとはすべて内地
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表５大分師範本科第一部卒業生県外在住者の職業別人数（単位：上段人，下段％）

5８

教職
移動先 学生｜他職業 合計不明

小学校｜中学校｜その他

京東 ９

１２．９

１

２．２

０

９．４

３０

４２．９

３６

７８．３

8

12.5

６

８．６

３

６．５

４０

６２．５
４
７
０
０
３
７

●
●

■

５
０

４

1１

１５．７

４

８．７

６

９．４

１０

１４．３

２

４．３

１

１．６

70

100.0

46

100.0

64

100.0

大阪

他県

合計 １６

８．９

７

３．９

７４

４１．１

４９

２７．２

２１

１１．７

１３

７．２

180

100.0
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う点でみれば，１３９人（77.2％）でかなりの高率で職種

の継続性が承られる。

移動先別に職業をみると，各地でそれぞれ特徴を示し

ている。まず，もっとも特徴的であるのが，大阪への移

動者46人のうち，小学校教員が36人（78.3％）と多い

ことである。これと逆であるのが，東京と大阪以外の府

県（表５では，「他県｣）である。「他県」では，小学校

教員８人（12.5％)，中等学校教員40人（62.5％）と，

中等学校教員が圧倒的に多い。また，東京で特徴的であ

るのは，教職以外の職業（表５では，「他職業｣）が11人

(東京在住者中15.7％）と，大阪の４人(8.7％）や「他

県」の６人(9.4％）より多い割合であることである。

それでは，なぜこのような違いが生じるのであろう

か。それは，各移動先に鮨ける職業の需要と各職業がも

つ移動特性の関係によって生じると考える。まず，中等

学校教員が小学校教員よりも階層が高いことから生じる

移動性の高さを指摘したい。中等学校教員免許は，高等

師範学校卒業者か，それと同等の学力をもつ者に与えら

れるものであり，資格においても，給与においても，中

等学校教員は小学校教員よりも階層的に上に位職してい

た。それゆえ，野心のある小学校教員にとっては，検定

試験を受けて中等学校教員になることが栄進の道のひと

つであった｡12）また，中等学校教員の制度的位腫は，免

許授与権は文部大臣にありｊ県の公務員である。小学校

教員が市町村と県の枠に囲まれた存在であるとすれば，

中等学校教員は市町村の枠がない分だけγ移動性が高か

ったといえるだろう。実際，本稿の対象における中等学

校教員の移動先は，全国に分散していた。

さてｊ中等学校教員の移動性の高さは確認したが，こ

の小学校教員から文部省検定試験を経て中等学校教員へ

の職業移動は，地域移動よりも先に起こるのであろう

か，後に起こるのであろうか。大正４年の文部省中等学

校教員検定試験の合格者423人'3)について，本籍と願書

通達県の異同をみると，出身県（本籍）と勤務地（願書

通達県）が同じ者が244人（57.7％）であるのに対し，

出身県と勤務地が異なる者（地域移動の後，検定に合格

していると考えられる者）は179人（42.3％）であった。

この地域移動後の合格者のうち，８７人が東京への移動で

あり，大阪への移動者は１１人であった。以上のように，

地域移動が先で後に職業移動した者が約６割，逆が４割

である。また,東京では，まず小学校教員として流入後，

中等学校教員になるケースが少なくないが，大阪は少な

いといえる。この差異が，大阪において小学校教員の割

合が多く，東京の小学:佼教員が相対的に少ないという結

果となっている。つまり，小学校教員として流入するの

は，東京と大阪共に同じであるが，東京ではその後上昇

移動していく者が相対的に多かったと推測される。

教職以外の職業は，２１人いるが，そのうち半分以上の

11人が東京である。これは，東京に教職以外の就職機会

が多いためであろう。また，昭和７年時に学生であった

のは７人（移動者180人中3.9％）である。入学先は，

東京文理大，広島高師，広島文理大，東京美術学校師範

科が各１人である。この４人は，中等学校以上の教員に

なると推測される。残りは，東京・京都帝大各１人，東

京の私大が１人である。学生は，東京，京都，広島にし

か存在していないが，大学や高等師範がこれら土地にあ

るのだから当然である。

さて，本節では流出側である大分のデータから，都市

流入をみてきた。次節は，受け入れ側の東京のデータか

ら，都市流入について考察したい。



戦間期地方教員の都市流入 5９

跡し，その増減に対してどれだけの供給があったのか

を，師範学校卒業生数と教員免許授与者数を教員供給数

として対照する。

３－１大分県の教貝需給

まず，年度毎の教員数の増減をみたい。表６ａによる

と,大分県の本科正教員は，明治44年度の1,769人から

昭和１２年度の3,436人まで，３年度の減少があるもの

の，各年度平均60人強で増加している。（①対前年度増

減を参照）こうした年々の本科正教員の増加に対して，

供給には２つのルートがある。第１は，その前年度に師

範学校を卒業した新任教員であり，第２は，その前年度

に本科正教員の検定に合格して免許を授与された者であ

３．東京の教員需要と地方の教員需給

まず，地方教員の都市流入の社会的背景である教員の

需給関係を東京と大分について，戦間期を通して通時的

に考察したい。戦間101は，全国的に就学児童が増力Ⅱし，

それに応じて教員数も増加する時期である。その教員需

要に対して，供給は景気に左右されていた。つまり，好

景気の時は師範学校受験者が減少し，実業界への転職者

を出し，逆に不景気の時は師範学校受験者は増え，教員

の供給も満たされるIの。そこで，教員需給を考える際

は，通時的にみることが要求される。具体的には，明治

44年度から昭和12年度までの教負数の増減を年度毎に迫

表６ａ大分県小学校教員需給（本科正教員） 表６１〕大分県教員需給（全数）

本科正教負 小学校教員全数

①,対前
年度増
減

年度
翻孟
卒業生

③-①
需給関
係２

③前年
度免許
授与者

②－①
需給関
係１

年度 ①)対前
年度増
減

②前年
度免許
授与者

②－①
需給関
係

教員数 教員数
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トの合計である免許授与者と対前年度数員数増減を対照

すれば，大分県では相当の余裕をもって県内で教員を供

給していたことが推測される。（表６ａ③－①需給関係

２参照）以上は，本科正教員についてであるが，小学校

教員全体でも，Iii様な考察がTil能である。（表６ｂ参照）

これらの事実から，大分県では，教員供給が県内で可能

であり，その供給過剰鋤味の数値から，他府県へ教員が

移動する余裕があったと考えられる。

３－２束京府の教員WW蛤

さて，東京府では，小学校教員を府内で供給できてい

たのであろうか。まず，本科正教員からみていきたい。

明治越年から昭和12年までに本科正教員は3,953人から

社会学研究科紀要6０

る゜しかし，注意しなければならないのは，検定合格者

が必ず教員になるとは限らないことである。一方，師範

学校卒業生は，原則として，県下に小学校本科正教員と

して就職する。このことから，師範学校卒業生は確実な

教員供給とみなしてよいが，検定合格者数すべてを供給

とは典なせない。まず，対前年度墹減と第１の供給ルー

トである師範学校卒業生数を対I1Mすると、大分ⅢLでは，

師範学校卒業生数が，各年度の増加数よりも多いことが

わかる。（表６ａ②|￣①將給関係１参照）もちろん，こ

こでは退職教員数を考慮していないが，少なくとも，大

分県では，師範学校卒業生で教員の供給を満たしていた

ことが推測される｡さらに，第１と第２の教員供給ルー

表７ａ東京府小学校教員需給（本科正教員） 表７ｂ東京府教員需給（全教）

小学校教員全教教員
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表８正教員在職年数別人数推移15,()１２人と３．８倍と膨大な増加をふせている。（大分県

は1,769人から3,436人への２倍弱の増加）退職教員が

全くいないと仮定しても，２６年間で，11,059人の増加，

年平均約400人強づつの割合で本科正教員の供給が必要

となる。表７ａの①対前年度増減を象ると，大正10年度

までは，３００人台の増加数であるが．大正１１年度から

は，大正12年度の関東大震災の影響によるものと考えら

れる減少を除けば〆昭和２年度までおおよそ600人台の

増加とその増える人数が２倍になる。昭和にはいると，

３，５年度に200人台，６，７年度に300人台の地加のほ

かは，大体５００弱～700強の年増加数を示している。つ

まり，大正の終りの５年と昭和８年度以降は，数回の増

加が激しかったといえる。

そうした著しい本科正教員の墹加は，どこから供給さ

れたのであろうか。大分県の場合と同様に，まず，師範

学校卒業生数と比較し，つぎに師範学校卒業生を含めた

本科正教員免許授与者数を各年度別に照らしあわせて象

たし､。

対前年度数員数増加分を，師範学校卒業生だけでまか

ないきれている年は，大正４，１２年度，昭和３，５～7年

度の６ケ年度だけである。他の20の年度では，師範学校

卒の新任教員だけでは噌加分を供給しきれない。（表７

ａ②－①需給関係１参照）つぎに，教員免許授与老数の

場合を承ると，この場合においても，大正５，９～１１，１４

年度の合計５ケ年度において，増加分を供給しきれてい

ない。（表７ａ③－①需給関係２参照)つまり，この５ケ

年度は，東京府内で本科正教員を供給できていない。こ

のことから，少なくともこの54-年度は，他県の教員の

流入を推測させる状況を示している。以上のことから，

東京府では，戦間期において全般的に他県からの教員の

流入を必要とする教員需要があり，特に大正末はこの傾

向が顕著であったと推測される。

つぎに，小学校教員全体についてみてみたい。表７ｂ

によると，大正11,13,14年度の３ケ年度について，供給

が不足している。（表７ｂ②－①需給関係参照）つまり．

特に大正の終りに教員需要が高い傾向があるといえる。

以上のことから,相対的に大分県では供給過剰気味で，

東京府では教員の需要があったといえよう。つまり，地

方教員の東京流入は，教員の需給関係から暴れば，当然

のベクトルであったといえる。

３－３地方教員の東京流入の時期

それでは，こうした東京に流入する教員は，いつの時

期に多く流入するのか，在職年数別教員数を手掛りにさ

ぐりたい。表８は，東京府の市町村立小学校正教負数を

数
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４
９
４
９

１
１
２
２

①
年
一
一
一
一
一
一
へ

８
職
０
５
０
５
０
５
０
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２
３

表
征
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*大正７年はデータがないので大正６年と８年の平均
をとった。
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表８③
在職年数
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る。この増加は，この集団で退職者が全くいないとし

て，大正７年から大正12年の間に，少なくとも他県から

当該在職年数の教員８人が流入しなければ生じない。し

かも，現実にこの５年間に退職者が全くいないことはあ

りえないので，実際には，数字上の増加以上の教員が流

入しているはずである。このような教員流入が推測され

る在職同年数集団は，他にもたくさんある。（表８では，

下線で示した｡）表９は，表８の下線部分の在職同年数

集団の増加人数を示したものである。これによれば，こ

の増加現象は，大正５年から同10年の５年間からはじま

り、大正後期から本格化し，昭和期にはいる量的に拡大

する。そして，流入教員は，数字のうえからは在職15年

以上の者はなく，特に在職10年未満の者が多いといえ

る。

さて，以上のように，東京は戦間期を通して教員需要

があり，その供給は相対的に教員が過剰な地方から教員

が流入することでまかなっていたといえる。そして，戦

間期末の昭和15年には，東京市の教員数16,670人（訓

導15,148人，代用教員1,522人）のうち，東京府出身

4,848人（29％)，他府県出身11,822人（71％）という

数字が示すごとく，東京の教育は他府ﾘi1出身者によって

支えられる状況にあった｡'5）

【)工

[)＝

F１

【
』

１
４

Ｆ
Ｌ

４．結

本稿は，戦間期に都市流入した地方教員について，そ

の移動の実態と背景について明らかにしてきた。まず，

制度的位衝からみれば，戦間期の教職は，全国に通用す

る専門職として移動可能性をもっていたが，地方公務員

として市町村という内枠と県という外枠に囲まれた土着

的な職業であった。そして，師範学校の兵役特権等の独

特の制度は土着的な生徒を集め，結果として土着的な教

員を養成していたと推察された。このことは，師範生の

出身階層に地域社会の支配層である中農が多かったとい

う教員史の先行研究と，それと同じ事実を示した大分師

範生のデータによって，特徴づけられた。

こうして明らかになった土着的な教員像とは裏腹に，

都市流入する教員の存在を指摘することが，本稿の問題

設定のスタートであった。都市流入教員（正確には県外

移動教員）は，大分師範本科第一部卒業生（明治44～大

正14年卒）１，１１９名中283名おり，約４分の１という高

い割合で存在していた。しかし，この283名中103名は

海外植民地等への移動であった。この海外移動教員につ

いては，都市流入教員とは別個の存在として扱わねばな

らないが，本稿ではほとんど考察の対象としたかった。

在職年数によって，５年未満,５年以上10年未満,１０年以

上15年未満，１５年以上20年未満，２０年以上25年未満，２５

年以上30年未満，３０年以上の７つに分けて示した表であ

る。表の横には，年度を５年おきに並ぺてある。縦方向

も５年おきにくぎってあるため，表内である数字を右斜

め下へとたどることで，在職年数が同じ教員たちの梁川

が，５年毎にどのような人数の推移を示すかを知ること

ができる。たとえば，大正２年に在職５年未満の教員で

ある2.272人は，５年後の大正７年に在職５年以上10年

未満の教員として1,795人になっている。（表８①参照）

この在職同年数の集団は，１０年後の大正12年には1,803

人，１５年後の昭和３年には1,418人，２０年後の昭和８年

には在職20年以上25年未満の教員集団として986人存在

している。ところで在職同年数の集団は，他ﾘ１１から教貝

の流入がなければ、年を経るにつれ減少することはあっ

ても，増加することはないはずである。換言すれば，こ

の在職同年数集団の人数が増えることがあるとすれば，

中途から当該在職年数の教員が他県から流入しなければ

ならないことになる。たとえば，上であげた大正７年の

在職５年以上10年未満の1,795人は，５年後の大正１２年

に在職10年以上１５年未満の1,803人と８人墹加してい
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内地での移動先は，東京，大阪を中心に都市が多かつ２）本間康平『教職の専門的職業化』有斐閣，1982年，
た。都市流入教員は，戦後昭和35年時に，３割が定着，Ｐ､23～188

３）この兵役特権は，明治22年11月13日法律第29号徴兵３割が帰郷，１割が定着も帰郷もせず，残りは追跡不明
令改正により，大正７年４月まで継続した。

であった。また，移動先での職業を象ると，８割弱が教
４）石戸谷哲夫『日本教員史研究』講談社，1967年,Ｐ、

職についていたが，移動先別に職業櫛成の多様性がみら224～226

れた゜これは，職業が持つ移動性と移動先の職業需要に ５）陣内靖彦「明治後期における師範教育の制度化と師

よって生じると考察した。 範学校入学生の特質」（石戸谷哲夫・門脇厚71編

『１J木教員社会史研究』亜紀書房，1981年，所収）
教員の都市流入の背景は，東京の教員不足に地方教員

Ｐ、１５８

がその供給源となっていたこと指摘した。また，東京に ６）前掲書４）Ｐ,227

流入する教員は，大正中期に顕在化し，同後期に本格７）前掲書４）Ｐ､228

化，昭和期にはいると拡大した。しかし，何故戦間期に ８）唐沢富太郎『教師の歴史』飢文社，1955年，Ｐ,144
～１４８

はいって教員の都市流入が生じるのかは，東京の教貝需
９）海原微『大正教員史の研究』ミネルヴァ書房，

要と第一次大戦後の地方教員の生活難をあげておいた1977年，Ｐ､195～200
が，いずれも状況証拠にはなっても，決定的な要因と断１０）前掲書４）Ｐ､224

言はできない。むしろ，移励者本人の主観的理由が璽要 １１）昭和７年（移動調査年）に，服務年限７年を終えて

いることを条件に大正14年でくぎり，かつ，明治４０
であるが，本稿では扱えなかった。さらに，全般的に大

年師範学校規程の下での師範教育を受けた学年を選

分師範生（教員）の土着性を出身階層から指摘しておき択した。
ながら，移動者がどのような出身階厨にあったのかにつ １２）中内敏夫・川合章編『日本の教師２中・高教師

いてのべていない。ゆえに，土着教員と移動教員を分け のあゆ詮』Ijjj治図醤，1970年，によれば，このよう

な小学校教員から中等学校教員への移動は，かなり
る要因を指摘できなかった。また，本稿冒頭で述べた，

多かった。大正７年前後において，当時の中等学校
現代教員との歴史的位置づけという問題意識からは，都 教員総数13,000人中，無資格者３，０００人，残りの

市流入後定着した教員たちの定着過程の解明がもとめら有資格者中，約3,200人が検定合格者で，残りの半

れる゜これらは，本稿の限界であり，かつ，将来の研究 数が高師卒であった。（Ｐ､145）

１３）「|｣木之小学校教師』203号，大正４年11月，Ｐ､78～課題としたい。
８３，の合格者名簿から計算した。

注 １４）前掲書８）Ｐ､277～298参照。

１）例えば，浜田陽太郎「ロ本の近代化と教師」『教育１５）対ﾊﾞﾙ啓齊即『私の歩んだ道』(非売All)，1958年，Ｐ・
社会学研究』２８巻，1973年。３４８，対島は昭和15年当時東京市の視学であった。


